
第39回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

株式会社KHC

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及
び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.khc-ltd.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。
・連結子会社の数　　　　　　　５社
・連結子会社の名称　　　　　　株式会社勝美住宅

住宅の横綱大和建設株式会社
株式会社明石住建
パル建設株式会社
株式会社Ｌａｂｏ

⑵　持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
ロ．たな卸資産

・未成工事支出金　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

・販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

・仕掛販売用不動産　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

・原材料及び貯蔵品　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　３～50年
　　その他　　　　　　　２～20年

ロ．無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計
年度の負担額を計上しております。
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ハ．役員賞与引当金　　　　　　役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に見合う支給見込額に
基づき計上しております。

ニ．完成工事補償引当金　　　　建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用支出に備えるた
め、過去の完成工事及び分譲建物に係る補修費等の実績に将来の補修・
修繕見込みを加味して計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高及び完成工事原価
　・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

・その他の工事
　　　工事完成基準

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
販売用不動産 142,119千円
建物及び構築物 799,098千円
土地 836,069千円

計 1,777,286千円
②　担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 1,119,648千円
長期借入金 1,603,086千円

計 2,722,734千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 972,789千円

⑶　保証債務
　顧客について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

住宅購入者のためのつなぎ融資に対する債務保証 106,030千円
計 106,030千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 3,906,550株 19,500株 －千株 3,926,050株

（注）発行済株式の総数の増加19,500株は、譲渡制限付株式報酬としての新株式発行によるものでありま
す。
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⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 －株 27株 －千株 27株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り27株による増加分であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 ６ 月 1 9 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 156,262 40.00 2019年３月31日 2019年６月20日

2 0 1 9 年 1 1 月 6 日
取 締 役 会 普通株式 78,521 20.00 2019年９月30日 2019年12月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 94,224 24.00 2020年３月31日 2020年６月25日

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入や社債の
発行により資金を調達しております。デリバティブ取引は、金利変動によるリスク回避を目的としており、
投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
　借入金及び社債は、主に運転資金及び販売用不動産購入資金の調達を目的としたものであり、主に固定
金利で調達しており、償還日は連結決算日後、最長で４年後であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　信用リスクに関しては、受注契約時に顧客の信用状況について十分に把握することで管理を行ってお
ります。また、営業債権については、債権管理規程に従い、顧客の状況を定期的にモニタリングし、顧
客ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）管理
　投資有価証券については、財務部が定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。
　借入金及び社債については、支払利息の変動リスクを抑制するために、主に固定金利で調達しており
ます。
　デリバティブ取引については、実需に伴う取引に限定し、リスクヘッジ目的以外の取引は行っており
ません。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部門からの報告に基づき、財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時　　価　（千円） 差　　額　（千円）

① 現 金 及 び 預 金 2,874,864 2,874,864 －

② 完 成 工 事 未 収 入 金 780,127 780,127 －

③ 投 資 有 価 証 券 1,314 1,314 －

資産計 3,656,306 3,656,306 －

① 工 事 未 払 金 708,512 708,512 －

② 社債（１年内償還予定の社
債を含む） 370,000 369,787 △212

③ 長期借入金（１年内返済予
定の長期借入金を含む） 7,251,707 7,271,312 19,605

負債計 8,330,219 8,349,613 19,393

（注）金融商品の時価の算定方法
（資産）

①　現金及び預金、②　完成工事未収入金
　これらは短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該帳簿価額によってお
ります。
③　投資有価証券
　時価は、取引所の価格によっております。

（負債）
①　工事未払金
　短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該帳簿価額によっております。
②　社債(１年内償還予定の社債を含む)
　社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在
価値により算定しております。
③　長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。

５．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,403円03銭
⑵　１株当たり当期純利益 106円67銭

７．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
　時価のあるもの
　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３～50年
その他　　　　　　　　　２～20年

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

②　役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 747,320千円
土地 646,425千円

計 1,393,746千円
②　担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 486,152千円
長期借入金 1,105,800千円

計 1,591,952千円
（注）担保に供している資産には、上記に対応する債務のほか、子会社の金融機関からの借入997,272千円

に対する担保資産が含まれております。
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 610,135千円

⑶　保証債務
　次の関係会社について、金融機関からの借入及び社債に対し債務保証を行っております。

㈱勝美住宅 629,022千円
住宅の横綱大和建設㈱
㈱明石住建

8,590千円
8,590千円

計 646,202千円

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 150,216千円
②　短期金銭債務 21千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 592,980千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 27株

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
会社分割に係る関係会社株式 34,414千円
未払事業税 2,724千円
賞与引当金 2,261千円
退職給付引当金 5,497千円
関係会社株式評価損 4,590千円
その他有価証券評価差額金 18千円
その他 1,447千円

繰延税金資産小計 50,954千円
将来減算一時差異の合計評価性引当額 △39,004千円

評価性引当額小計 △39,004千円
繰延税金資産合計 11,949千円
繰延税金資産の純額 11,949千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関 連 当 事 者 と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 ㈱ 勝 美 住 宅
所有

直接 100.00
％

当社からの経営管
理、資金貸借、債務
保証、不動産賃貸、
役員の兼任

経営管理料の
受取（注２） 225,240 － －

賃 料 の 受 取
（注３） 37,080 － －

資 金 の 貸 付
（注４） 148,650 その他流動

資産 148,650

子 会 社 住 宅 の 横 綱
大 和 建 設 ㈱

所有
直接 100.00

％

当社からの経営管
理、資金貸借、債務
保証、不動産賃貸、
役員の兼任

経営管理料の
受取（注２） 22,440 － －

賃 料 の 受 取
（注３） 14,040 － －

子 会 社 ㈱ 明 石 住 建
所有

直接 100.00
％

当社からの経営管
理、資金貸借、債務
保証、役員の兼任

経営管理料の
受取（注２） 23,760 － －

子 会 社 パ ル 建 設 ㈱
所有

直接 100.00
％

当社からの経営管
理、資金貸借、債務
保証、役員の兼任

経営管理料の
受取（注２） 48,960 － －

子 会 社 ㈱ Ｌ ａ ｂ ｏ
所有

直接 100.00
％

当社からの経営管
理、資金貸借、不動
産賃貸、役員の兼任

経営管理料の
受取（注２） 43,560 － －

賃 料 の 受 取
（注３） 21,600 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．経営管理料については、対価として合理的な金額を算定のうえ決定しております。
３．賃料については、近隣の相場をもとに交渉により決定しております。
４．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 846円64銭
⑵　１株当たり当期純利益 52円08銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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